



























的実態， (2)外貨表示財務諸表の換算要請， (3)連結財務諸表の目的， (4)外貨表
示財務諸表の換算の目的などの点について，総合的に検討しなければならな
いように思われる。












































































































































れ) International Accounting Standards Committee， International Accounting Standard 


























(i今 FASB 5， Statement of Financial Accounting Concepts No. 1 : Objectives of Financial 
Reporting by Business Enterprises， November 1978， para. 32. 
。6) AIA， Accounting Research Bulletin No. 51 : Consolidated Financial Statements， 














































































































































































現 金 C C C C 
受取手形および売掛金 C C C C 
有 価 証 券:
原価による計 k C C H C 
市場価格による計上 C C C C 
棚 iFn 資 産:
原価による計上 C H H C 
市場価格による計上 C H C C 
固 定 資 産 H H H C 
支払手形および買掛金 C C C C 
その他の流動負債 C C C C 
長 期 負 債 H C C C 
資 本 金 H H H C 
注 C = Current rate or closing rate (決算日レート)
H = Historical rate (取ヲ|日レート)
102 
決算日レート法は，現行の取得原価主義会計制度の枠内での適用には馴染
まないし，また，連結財務諸表の ['1的から演縛される外貨換算の目的にも適
合しないので，支持することはできない。しかしながら，決算日レート法は，
財務諸表に表示されている経営成績および財政状態の原型を変えないで換算
できると L、う特徴を有するので，財務諸表を連結のためではなく，単体とし
て，外国の利害関係者の利用に供するために換算するというような場合には，
有用な方法であるかもしれなL、。それはともあれ，将来の意思決定を行う株
主(投資家)に，投資情報を提供するという f:j的に照らせば，そして，一定
水準の信頼性を確保できるということを条件とすれば，過去的情報よりも現
在的・未来的情報の方が有用であるから，一層理想的な姿は，一般的に認め
られた会計原則として時価主義が認められ，その上で，テンポラル法による
換算が行われることである。時価主義会計の下で 親会社および在外事業単
位の財務諸表が作成される場合には テンポラル法と決算日レート法による
換算結果は同一になるが，基本的な考え方としては，あくまでもテンポラル
法の論理が支持されることになる。
